
 

 証明書の交付手数料の見直しと証明書の一部廃止（案）について   

 

１ 証明書の交付手数料の見直しについて                         

（１）はじめに                                   
伊達市では、住⺠の皆さんに証明書を交付する際、手数料をいただいています。これは、

サービスを利用する方と利用しない方の公平性を保つためです。手数料は「使用料及び手
数料の改定方針」に基づいて決めています。 

（２）なぜ見直すの？                                 
証明書の交付には費用がかかります。その一部を利用者に負担していただいていますが、

経済状況や手続きの仕組みが変わると費用も変わります。そのため、定期的に手数料を見
直す必要があります。 

（３）どうやって見直すの？                                 
令和７年度の改定方針に沿って、証明書を作るための費用（原価）に、近隣の市町の料 

金も参考にして、総合的に判断します。 
なお、マイナンバーカードの普及を目的に、コンビニで一律 10 円だった証明書交付手 

数料も、原価に基づいて見直します。 
（４）費用の考え方                                

• 対象となる費用：窓口業務の人件費、印刷費、システム費など 
• 計算方法：過去 3 年間の平均をもとに計算 
• 負担割合：市と利用者で半分ずつ（50：50） 

（５）見直した手数料                               
  

・窓口交付手数料 
証明書の種類 現在の手数料 変更後の手数料 

住⺠票(世帯・個人)  
 

200 円 

 
 

300 円 
住⺠票の閲覧 
⼾籍の附票 
各種税証明 

(所得証明書、所得課税証明書など) 
 
 
 



 
・コンビニ交付手数料 

証明書の種類 現在の手数料 変更後の手数料 
住⺠票(世帯・個人)  

 
10 円 

200 円 
印鑑登録証明書(本人のみ) 200 円 

⼾籍謄本・抄本(本人・同一⼾籍の人) 350 円 
⼾籍の附票(本人・同一⼾籍の人) 200 円 

所得証明書・所得課税証明書(本人のみ) 200 円 
 ※各証明書の条件は従来と変わりません 
 
 

２ 営業証明書等の一部廃止について                           

（１）なぜ廃止するの？                               
市の営業証明書に代わる書類が複数あり、必須の書類ではなくなっていることから廃

止し、行政の効率化を進めます。 
（２）廃止する証明書                                
 

証明書名 内容 主な使用例 
営業証明書 
（法人） 

法人の名称や所在地、業種などを記載 資金の借入
など 

営業届出証明書
（個人） 

個人事業の名称や所在地、営業内容などを証明 営業車両の
登録など 

0 
（３）廃止後の対応                                
   これらの証明書は、申請時に添付書類として求められることがありますが、同じ効力

を持つ書類が複数あります。 
例えば： 
• 税務署の納税証明書 
• 開業届や事業開始申告書の控え 
• 建設業や運輸業などの許認可証 
• 電気・ガス・水道の領収書 

 
 
 



 
３ 今後のスケジュール 

年月 内容 
令和８年１月８⽇〜２月６⽇ パブリックコメントの実施 

令和８年６月 市議会へ条例改正案提出 
令和８年８月 広報掲載 

令和８年 10 月１⽇ 改正条例の施行 
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